





1997年の シ ン ガ ポー ル の 総 人 口 は373.7万人 、residentpopulation
(Citizens十PermanentResidents)は310.4万人 、non・residentpopula-
tion(employmentpass,workpermit,studentpass,dependentpass,
long-termsocialvisitpassの所 有 者)い わ ゆ る外 国 人 は63.3万人 で 、総
人 口の16%に 達 して い る。こ の よ うに シ ン ガ ポ ー ル 経 済 は、unskilled及
びskilledの両 面 で 、外 国 人 労 働 力 比 率 の 高 い構 造 を持 ち 、この 依 存 度 は
ア ジア 域 内 で最 も高 い もの とな っ て い る(Wong1993)。また 外 国 人 労働
力 の 中 でskilledlabourの数 は5万 人 に上 り、 近 年 急 速 に その 数 を上 昇
させ て い る。
ア ジ ア発 展 途 上 国 は 、1960年代 か ら輸 出指 向 工 業 化 政 策 に 転 換 し、 豊
富 な 労 働 力 を基 礎 に労 働 集 約 型 産 業 に 特 化 し著 しい 発 展 を遂 げ て き た。
しか しシ ンガ ポー ル は 国 土 が 狭 く、 人 口が 少 な い こ とか ら、 間 も な く生
産 要 素 価 格 の 上 昇 に 直 面 し、他 の東 ア ジ ア 諸 国 に 先 駆 け 、 高 付 加 価 値 産
業 ヘ シ フ トして い っ た。 こ の よ うな産 業 政 策 の 転 換 に 伴 な い、 大 規 模 な
資本 が 投 入 され 、1960-94年の 期 間 の 資 本 ス トッ ク上 昇 率 は 年 率13%に
達 し、 東 ア ジ ア諸 国 で最 も高 い水 準 を推 移 し た。 シ ン ガ ポー ル の 急 速 な
資本 蓄 積 に伴 な い、skilledlabourの供 給 不 足 は 常 に 大 き な 問 題 と な っ
て きた 。 一 方unskilledlabourは1980年代 中 頃 に は 既 に大 量 に導 入 され
て い た が 、 シ ン ガ ポー ル政 府 は1980年代 中 頃 か らunskilledlabourの制
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限 を高め、skilledlboourの導入 を積極 的に行 な う移 民政 策 に転 換 して
い る。 つ ま りシンガポール は産 業構 造の変化 のために移民政 策 を積極 的
に活用 し、 国際労働 力市場 に大 き くア クセス してい る典型 的 な事例 で あ
る。 しか し一 方では、 シ ンガ ポー ル人専 門家 の海外流 出 も少 な くない。
本論文 では、 シンガ ポー ルの産業構造変化 と専 門家労働 力の流 出入 にお
け る、 シンガポー ル政府 の役 割 を中心に検証 す る。
第一章 経済政策と海外直接投資
1.1シ ンガポ ールの最近 の経済政 策
産 業政策や 直接投 資の動 向は、 シ ンガポー ルの労働市場 が国際労働 市
場 に どの程 度依 存 しなけ れば な らないか を決 定す る大 きな要 因 と して重
要 であ る。 シ ンガ ポー ルは輸入代替工 業化 か ら輸 出指 向工業化政 策 の転
換 に成功 し、建 国以来高 い水準の経 済成長 路線 をた どって きた。 しか し
生産要素価 格 の急速 な上 昇 に直面 し、1985-86年に これ までに経験 した
こ とのな い不況 に 陥 り、 その後 高付加価 値産業へ の転換 を強力に推 し進
め てい る。 また1997年以来 のア ジア危機 に おいて、 シ ンガ ポー ル ドルは
安定 的 に推移 した結果、他 のア ジア通 貨に対 し割高 とな って い る現 状 を
受 けて、 シンガポー ルは よ り積極 的 に資本 集約化 と高付加価 値化 を推進
してい る。
この よ うな経済 戦 略 を中心 的 に リー ドして い る機 関 が、EDB(Eco-
nomicDevelopmentBoard)であ る。EDBの 最近 の経済政策 は、製造
業 の発 展 と、地 域統合化 そ して ビジネスの セ ンター化構想 とい う、先 進
国 の経済政策 と同 じよ うな内容 を持 ってい る。 製造業 では、最先端 の技
術 を導入 し高付加 価値 製 品に特化 し、 中長期 的にお いて も製造業 の競 争
力 を維持 し、GNPの25%そ して雇用 の20%を確保 す るこ とを計 画 の柱
と してい る。 その 中心的産 業が、電気 お よび電子産業 さらに石 油 ・石油
製品産業 の二つ で ある。また グローバル化の なかでの地域統合 の進展 は、
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シンガポー ルの成 長 をいつ も阻 ん で きた土地 と労働 力不足か らの解放 と
い う観 点か ら重要 な戦略 で あ る。 この よ うなポ トルネ ックの解 決の ため
に、マ レー シア とイン ドネ シア との統合 を促進 し、域外 経済 に対 しシン
ガ ポー ル製品の 国際競争 力 を優位 に展 開す るための地 域統合化 を推進 し
てい る{注1)。また ビジネスの セ ンター化構 想 では、ア ジア・太平 洋地域 に
おけ る地域統 括支店(regionalheadquarters)設置 の促 進、大 量物資輸
送 システムの中心地 点、通信 及 び メデ ィア あ るいは教育 と医療部 門にお
け る同地域 のkeystationとして シンガポー ル を位 置づ け る 目的 を もっ
てい る。 この よ うな政 策 の実 施 には、専 門家労働 力の十分 な供給 が必要
とな って くる。
1.2直 接投資 の流 入 と流 出
Appleyard(1989)は、海外 の支店 や海外 のプ ロ ジェ ク トに企業 か ら派
遣 され るexecutiveやprofessiona1さらに、国 際機 関 か ら派 遣 され る
expertを、professionaltransientと命名 した。つ ま り直接投 資が、専 門
家 を投資受 け入れ国へ 送 る流れ と、 その逆 に投 資国へ 未 熟練労働 者 が流
入す る流れ を作 り出す要 因 とな ってい る と指摘 したので あ る(Castles&
Miller1998)。シンガ ポー ルへ の直接投 資は、同 国が工 業化 を開始 した時
か ら行 なわれ てい る。 また1990年以降 は シンガ ポー ルか らの対 外投資 も
本格化 してい る。1987年か ら1996年の10年間に シ ンガ ポー ルへの海外か
らの投 資は年率17%の上 昇率 で拡 大 し、1996年に は117104.5S$(シンガ
ポー ル ㌦は70円程 度)の 規模 に達 してい る。 投資金額 では、 日本 ・ア メ
リカ ・イギ リスの規模 が大 きい(注2)(表1.2.1参照)。
産業別 の同期 間(1987年か ら1996年の10年間)の 投 資総額 では、金融
サー ビス産 業 へ の 投 資が41.8%と最 も 多 く、 続 い て 製 造業 の38.2%と
な ってい る。1990年に金 融サー ビス産 業へ の投 資が 、製造業 を上 回った。
製造業 では、電気機 器 お よび同部 品産 業へ の投 資が、1996年の10年間の
製 造 業へ の投 資総 額 の44%に達 し、 続 い て化 学 ・化 学 製 品へ の 投 資 は
17.3%とな って い る。上 記に示 した投 資総 額 の 多い国の産業別投 資配分
表1.2.1PercentageShareofForeignDirectEqitylnvestmentbyCountry,1987-1996
















の傾 向 を見 る と(1995・96年の 傾 向)、 日本 は 製 造 業 と金 融 ・サ ー ビ ス業
の 両 部 門 に 、 ア メ リカ は製 造 業 部 門、 ま た イ ギ リス は 金 融 ・サ ー ビ ス業
の 部 門 に投 資 を行 な っ て い る特 徴 が 見 ら れ る。 また ア ジ ア域 内 で は 、 マ
レー シ ア か らの 投 資 は 金 融 と商 業 の部 門 に 、 ま た香 港 か らは 金 融 ・サ ー
ビ ス部 門へ の 投 資 が 行 な わ れ て い る。
高 賃 金 国 とな っ た シ ン ガ ポー ル で は 、 比 較 劣 位 とな っ た労 働 集 約 的 産
業 を 中心 に 、 シ ン ガ ポー ル政 府 が 積 極 的 に取 組 ん で い る地 域 統 合 化 戦 略
の 下 で、 海 外 投 資 を 急 速 に 増 加 させ て い る。SingaporeInvestment
Abroadの統 計 で は 、 シ ン ガ ポー ル企 業 が 保 有 す る海 外 子 会 社 と そ の 関
連 機 関 の支 払 い済 み 株 式 の総 額 を、 直 接 投 資 と して表 示 して い る。 この
金 額 が1980年の1615.9(百万S$)か ら、1995年に は25129.4(百万S$)
へ と拡 大 し、 流 入 額 の30%に 達 して い る。1989年に は前 年 の75%も の 成
長 の5288.7(百万$)に 拡 大 し、 この 年 か ら年 率37%の 急 速 な拡 大 の テ ン
ポ を歩 ん で い る。1994と95年の シ ン ガ ポ ー ルか らの 海 外 投 資 は 、 金 融部
門 が 全 投 資 の45%・40%(各年)に 達 し最 も多 く、 続 い て 製 造 業 が28%・
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イ ン ドネ シアへ の投 資がア ジア域 内へ の製造業 の投 資の66.9%・70.3%
に達 し大部分 を 占め てい る。金 融部 門の ア ジアへの投 資比率 も大 き く、
1994年に は シンガポー ルか らア ジア域 内へ の金 融部 門へ の投 資 は、全 金
融部 門投 資の60.3%、1995年には65.3%に達 して い る。金融部 門ではマ
レー シアお よび香港へ の投 資が大 きい。 この よ うに シンガポー ルは地域
統合化 に よる域 内へ の投 資が活発 に な り、 ア ジアお よび アセア ンか らシ
ンガポー ルへ の投 資の流入の拡 大 と合 わせ て、直接 投 資 を通 じて地域統
合化 が進展 して い る。
第二章 産業別 ・職業別就業構造の推移
シ ン ガ ポー ル は1960年か ら1995年の 期 間 に 年 率8.5%の 高 い 成 長 を推
移 し、1965年の 一 人 当 た り所 得 が わ ず かUS$320か ら35年後 の1996年に
はUS$26,730と高所 得 国 の 水 準 に達 して い る。この よ う な成 長 の 背 景 に
は、 め ま ぐる しい産 業 構 造 の変 化 と就 業構 造 の 変 化 を伴 な って い る。 そ
こ で 第 二 章 で は 、1980年以 降 の シ ンガ ポー ル の 就 業 構 造 変 化 を 見 て行 く。
2.1産 業 別 就 業 構 造 の 変 化
シ ン ガ ポー ル の 就 業 者 数 は1980年の1,068,932人か ら1997年に




11.5%であ った 。Manufacturingは、1980年の29.2%からの 下 落 、 また
Financia1,lnsurance,RealEstateandBusinessServiceは1980年の
7.4%から1997年の18年間 に2倍 に 増 加 させ る とい う特 徴 を持 っ て い る。
2.2職 業 別 就 業 構 造 の変 化
1997年の職 業 構 造(図2.2.1参照)で は 、ProductionCraftsmenPlant
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もの の 、1983年の43.2%から急 速 に構 成 比 を下 げ て い る。 こ れ に 代 わ っ
て専 門性 の 高 い職 業 の 構 成 比 が 大 き く上 昇 して い る。Tec㎞iciansand
AssociateProfessionals17.5%(1983年の構 成 比9.0%)、Legislators
SeniorOfficialsandManagers12.6%(同年7.5%),Professionals
9.0%(同年4.4%)とな って い る。 上 記 の 専 門性 の 高 い 三 つ の職 業 の1983
年 か ら1997年の 期 間 に お け る就 業 者 数 の 上 昇 率 は、 上 記 の 順 に9.6%,
13.2%、12.3%と高 い が 、 一 方ProductionCraftsmenPlantand
MachineOperatorsandLaboursは0.1%と就 業 者 数 の増 加 は ほ とん ど
な か っ た 。 この よ うな こ とか ら、 急 速 な 経 済 成 長 を と と もに 、 熟 練 労働
者 と未 熟 練 労 働 者 の 就 業 構 造 に お け る ウ ェー トの 逆 転 が生 じて い る こ と
が わ か る。'
1983年か ら1997年の期 間 に 、 全 ての 産 業 部 門 で 上 記三 つ の 専 門性 の 高
い職 業 の 構 成 比 率 は上 昇 して い る。 なか で もFinancialInsurance,Real
EstateandBusinessService産業 は37.3%から61.0%に、Construction
産 業 は9.5%か ら32.8%に、 さ ら にManufacturing産業 は12.5%か ら
37.5%に上 昇 して い る。 各部 門 の 専 門 職 の構 成 比率 の 増 加 は 、Manufac・
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turing・Construction産業 で はProductionCraftsmenPlantand
MachineOperatorsandLaboursの比率 を大 き く下落 させ るこ とに よ
り、 またFinancialInsurance,RealEstateandBusinessService産業
ではClericalWorkersの比率 を大 き く下 落 させ るこ とに よ り、専 門職 を
増加 させ る就業構 造へ転換 してい る(注3}。
シンガ ポール の産 業別職 業構造 では、金 融の ウェー トが著 しく拡大 し、
製造業 と合 わせ て二大雇用 吸収 セ クター とな った。 また職 業構造 では、
全体 的 に専 門職 の ウェー トが大 き く増加 し、 と りわけ シンガポー ル政 府
が重 点 を置 いて い る金 融 業 と製造 業 部 門 で の職 業 構 造 の専 門職 へ の
ウェー トが著 し く上 昇 してい る。一 方 シンガ ポー ルの経 済成長率 と外 国
人労働 依存 度 を試 算 したLumandHui(1996)による と、今後経 済成 長
が7%、 生産 性が3-4%の 成長率 の もとでは、2005年には874,000人、
2010年には130万人の外 国人労働 力が必要 とな る と試算 して い る。シンガ
ポール では経 済成長 に伴 な う職 業の専 門性 の上 昇 に伴 ない、外国 人専 門
家労働 力 の外国 人労働 力 に 占め る ウェー トが上 昇 す るこ とは確実 で、外
国人専 門家労働 力 の確保 は シンガポールの今後 の経 済発展 の重要 な鍵 を
に ぎる問題 となって くる。
第 三 章 外 国 人 専 門 家 一Non・PermanentResident-一
3.1統 計 の問題
外 国人が シンガ ポール で就 労す るこ とを認 め るビザ は3種 類 あ る。5
年 間の有効期 限のre-entrypermit、1-5年間の滞在 が認 め られ て い る
employmentpass、さ らに2年 間の滞在が 認め られ てい るworkpermit
で構 成 され てい る。 シンガポー ルでは、外 国 人労働 力が経済発 展 の鍵 を
握 ってい るに もかか わ らず、 外国人労働 者 に関 す る統 計 は全 くとい って
よいほ ど公表 されて いな い。 シンガポー ル では10年毎 に セ ンサ スが実施
され、1970・80・90年の各年 のセ ンサ スデー タが1965年の独 立以 降の状
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況 の推 移 を 見 る上 で 重 要 な統 計 とな って い る。1970年と1980年の セ ンサ
ス で は 、Citizens/Residents/Non・residentsに区 分 す る こ とが で き る。
citizenshipを持 た な いpermanentresidentはResidentの項 目に 入 り、
temporaryworkerの現 状 は 、Non・residentの項 目で 見 る こ とが で き
た。 しか しNon-residentの統 計 は 、skilledlabourとnon・skilledlabour
との 集 計 とな って い る問 題 点 が あ り、 専 門 家 の 傾 向 を見 る こ とは で きな
い 。
1990年セ ンサ ス の 公 表 され て い るデ ー タは 、 さ らに外 国 人 労 働 の 現状
を閉 ざす 状 況 とな っ て い る。 つ ま りセ ンサ ス デ ー タか ら は 、Citizensと
Residentsの状 況 しか 見 る こ とが で きず 、Non-residentsの現 状 は闇 の 中
に か くれ る こ とに な っ た。 この よ うに して 、 外 国 人労 働 力 に 関 す る統 計
は ほ とん ど公 表 さ れ て い な い ため 、 新 聞 記 事 か ら現 状 を把 握 す る以 外 な
い(Wong1997)。StraitsTimes及びBusinessTimes等を使 い、 シ ン
ガ ポー ル を基 盤 と したtemporary及びpermanentの動 き を巻 末 の表 に
ま とめ た。
3.2Employmentpassho|ders
就 労 ビザ カ テ ゴ リー に お け るemploymentpassholderの統 計 か ら、
専 門 家 の シ ン ガ ポー ル へ の 流 入 の 推 移 を 見 る こ とが で き る。employ・
mentpassの保 持 者 は 、 一般 的 に そ の 技 術 の 需 要 が高 く、 シ ン ガ ポー ル
国 内 及 び世 界 の 基 準 に 照 ち して 高 い 給 与 を獲 得 す る専 門家 と定 義 され て
い る。 給 与 で は 月給2000シン ガ ポ ー ル ㌦以 上 を得 る こ とが 、 専 門職 の 基
準 と考 え られ て い る。 ま た この ビザ の 取 得 者 は 、 シ ンガ ポー ル 国 内 で 自
由 な行 動 が 認 め られ て い る(注4)。この よ うな 条 件 はworkpermitによ る
入 国 者 と大 き く異 な る(注5)。
シ ン ガ ポ ー ル の 専 門 家 に お け る外 国 人 の 比 率 は 高 い。Stahl(1984)は、
skilledforeignworkersは主 にsupervisorとmanagerの職 業 に 就 業
し、1980年初 期 のnon-residentのsupervisorとmanagerの就 業 者 は 同
職 業 の11%に 上 って い る と推 計 す る。一 方 近 年employmentpassholder
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の数 は急速 に増加 して い る。1980年代 は2万 人代の水準 であ った(Wong
1997)。1991年のemploymentpassholderは32000人に の ぼ った が
(StraitsTimes1993/5/2)、ここ数年 間には年間2000人の新 た な外国人
専 門家労働 力が シ ンガ ポー ル労働 市場 に参入 し、1997年には シンガ ポー
ルにおけ る外 国 人専 門家労働 力は50000人に上 って い る(StraitsTimes
1997/8/31)(巻末表参 照)。シ ンガ ポー ル専 門家労働 市場 におけ る外国 人
比率 は、急速 に上昇 して いる傾 向 にあ り、意志決定 の ポ ジションの外 国
人比率 も80年代 か らさらに上昇 してい る。
3.3専 門家の流入 ルー ト
シ ンガ ポー ル労働 市場 に は、 多 くの外 国人専 門家 が参 入 してい る。参
入 のルー トは、①政府機 関 を通 じてのエ ン トリー② 多国籍企業 が、親会
社か らの要員 の派遣や 、現地子 会社が独 自に外 国か ら専 門家 を採 用す る
ケー ス③ 外 国人専 門家 が、 シ ンガ ポー ルに来 て就職 活動 を行 な うケー ス
④ ブ ロー カー の仲 介 に よる参入 の ケー スが考 え られ る。 この節 では、①
の政 府の外 国人専 門家の採用 活動 に焦 点 を当て る。
シンガポー ルの外 国人労働受 入政策 の歴史 では、専 門家 に対 し常 に開
放 政策 を とって きた経緯 が あ る。1970年代 終わ り頃か らシンガポール政
府 は、国 内の専 門家労働 力の不 足 を解決 す るため に、 シンガポー ル で就
業 を希望 す る専 門家 の採用 を開始 してい る。1979年にはOverseasGrad・
uateRecruitmentScheme、また1981年にはPublicServiceCommis・
sionCommitteetoAttractTalentSchemeさらにtheProfessional
InformationPlacementServicesを設 置 し海 外 の 専 門 家 の 登 録 を行
な って い る(Wong1997&Low1994)。また1989年には香港 にSingapore
ManagementConsultant、さらに1990年には イン ドとマ レー シアに も駐
在員事務 所 を開設 し専 門家 の採 用 を行 な って い る。
1991年には、EDBの下にInternationalManpowerDivisionが設立 さ
れ 、1992年には4200人の専 門家 の採用 をお こな った。 さ らに1993年には
この プ ロ グ ラム の下 でgraduateforeignerを2487人またtechnicians
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andskilledworkerを3632人の合計6119人を受 け 入れ た(StraitsTimes
1994/1/7)。1996年にはEDBのInternationalManpowerProgramの下
で、70のシンガ ポー ル民間企業 と研 究所 が、合計800人の研 究 者 ・エ ンジ
ニ ア ・専 門家 ・大学卒業生 を海外 か ら採用 してい る。 さ らに経済統合 し
た地域か ら3000人の外 国人労働 力 を受 入 れ、 シンガポー ルで訓練 を受 け
て い る{注6)(EDB1997)。
この よ うな採 用に 当た り、EDBで は多 くのEDBの 海外 プ ランチ を通
じて募集 し、現地 での直接の面接 を行 ない採用 して いる。イン ド・マ レー
シア ・中国 ・旧 ソ連等の 国々 での採 用 を開始 し、 これ までの伝 統的専 門
家 流 出国の ヨー ロッパ ・北 米'オ ース トラ リアか ら、流 入国の 多様化 を
推 進 してい る。EDBの 外国 人専 門家導 入戦略 に付 加 えて、 ア メ リカ・カ
ナ ダ ・オー ス トラ リア(シ ンガ ポー ルか らの留学 先 で もあ る)に 支局 を
持 つContactSingaporeの、外 国 人専 門家及 び シンガ ポー ル人留学生 に
関 す る情報収 集 の役割 は大 きい。
3.4短 期 の労働 の流 出
シンガ ポー ルか らの短期 の流 出 は、1991年には7000人となった。 これ
は シンガ ポー ル企業 の海外投 資が急速 に上 昇 して いる こ とを反映 して い
る(Wengl997)。一 方香港移 民局 の統計 に よ ると、香港 にい る シンガ ポー
ル人は1990年12月には6100人で、またマ レー シア には、11700人にのぼ っ
てい る。 海外 投資 に よる短期 滞在 が 中心 であ る(Low1994)。今後 シン
ガ ポール企業 の海外投 資は増加 す る傾 向に あ るため、短期 の流 出は増加
す る傾 向に あ る。
第 四 章 外 国人 専 門 家一PermanentResident一
シ ンガ ポー ルのpermanentresidentの資格 基準 は専 門職 のみ の採用
で一貫 し、 シ ンガ ポー ル経 済に 貢献す る移 民のみ を受 入れ て きた経緯 が
あ る。多民族 国家 であ るこ とか ら、市民権 の獲得やpermanentresident
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の資格 では、常 に民族間 比率 を守 るこ とが要 請 され、社 会 的 ・政 治的要
請 に も十分 配慮 して運営 され て きた。 この よ うな状 況 はあ る ものの、 シ
ンガ ポール にお いて移 民政 策 は、政 治的要 因 よ りも経済発 展戦略達 成 の
ウェー トは高 い。
4.1PermanentResidents
シンガ ポー ルの移 民政 策 の歴 史にお いて、1986年は専 門家外 国 人の導
入 に ウェー トをかけ て行 く方向に 明確 に切 り替 えた年 で あ る。1985-86
年 に シンガ ポー ルは未曾有 の不 況 を経験 し、 高付加 価値 産業へ の シフ ト
が 急務 とな った。低賃 金の外 国人労働 に依存 した労働 集約 型産 業 か らの
離脱 を宣告 す る意 味か ら、移 民 と短 期専 門家 外 国人の流 入に関す る規制
の緩 和 と同時 に外 国人未 熟練労働者 に対す る規制 強化 を内容 とす る対照
的 な移 民 政策 を発 表 した(注η。
Yap(1991)は、移 民政策 の緩 和 の過程 を以下 の よ うに述べ てい る。
1985-86年の シンガポー ル経 済は深刻 な不 況 を迎 えて い た。 これ を克服
し、雇用 の創 出 を もた らす ために、移 民政 策 と海外投 資政策 の緩和 を示
唆す る演説 が、1986年10月にGohChokTo㎎副大統領 に よ り行 なわれ
た。 これ以 降1988年5月には香港 の専 門家 の流入 を促 進す るため に、 シ
ンガ ポー ルに移 動す る前 に永住 権 を発行 し、 市民権 の発行 も短期 間 で行
な えるこ とを呼 びかけ た。 また1989年7月10日に新 しい移 民法が発 表 さ
れた。 それに よ る と、永住権 獲得 の条件 が引 き下 げ ちれ、 ビジネスマ ン
及 び企 業家 の用件 は、EconomicDevelopmentBoardが認定 したプ ロ
ジェ ク トであれば、総額100万シンガ ポー ル ㌦以下 の物 で も認め られ る よ
うに緩和 され た(注8)。
同年 に起 こっ た天安 門事 件 をきっか けに シ ンガ ポー ルに、 香港か らの
移 民が大量 に流入 して きた。巻 末表 のImmigrationtoSingaporeでは、
1980年以降 の シンガ ポー ルへ の移 民 流入者数 の推 移 を示 してい る。 これ
を見 る と、1989年には1万 人代 の規模 に達 し、翌年 の1990年に は さらに
1万 人の増加 とな り年間2万 人代 の流 入者 を受 け 入れ る状 況に な った。
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一 方1977年か ら87年の期 間に は67400人の移 民の流 入が あった。1977-79
年 には年 間2500人程 度 であ った ものが 、80年代 に平均 し8000人の規模 に
上 昇 して い る。 しか しこの よ うに移 民 としての流入が 急速 に上昇 してい
るに もかか わ らず 、市 民権 要求 比率 は低 い とい う問題 があ る{tt・9}。
1986年以 降 シ ンガ ポー ルの移 民政策 は、産業構 造変化 と出生率低 下 に
よ る高齢化 問題 の対 策 もあ い まって、短期 ・長期 専 門家 の大規模 な受 入
れ政策 に転 換す る。 その結果 、1990年代 の シンガ ポー ルの専 門家労働 市
場 の外 国 人依 存 度は急速 に上昇 して きて い る。 この よ うな状況 は、 同様
の移 民政策 を採用 してい るオー ス トラ リア ・ア メ リカ ・カナ ダの伝 統 的
受 け 入れ 国 との あ いだでskilledmigrants獲得 の ため の国際競争 に、 シ
ンガ ポー ルが参 入す るこ とに なった こ とを示 して い る。(Yap1991)。
4.2シ ンガポー ルか らの流 出
他 国へ の移 民流 出の問題 は シンガポー ルのあ らゆ る階層 に とって大 き
な関 心 ご との よ うであ る。 しか しこの問題 に関 して も、統計 の入手 は 困
難 で あ る。CriminalInvestigationDepartmentがGCCの発行 件数 を
emigrationの人数 と して い る。 しか しGCC(GoodConductCertifi-
cates:犯罪歴 が ない とい う証 明書)が① 全 ての移 民受 け入れ 国が要請 す
るわ けでは な い。②16才以上 の シンガポー ル市民 に発行 され る。③ これ
を受 けた者 が必ず し も流 出移 民 とは言 えない とい うこ とか ら、発行 件数
と移 民流 出者 数に若 干の格差 が 生 じる可能性 があ る とい う欠点 を持 つ。
1970年代80年代 と もに、国 内に十分雇 用が あ るに もかか わ らず、 シン
ガ ポー ルか らの 流出は続 い た。GCCの発行 件数 の推移 を見 る と、1960年
代 は、微 少 な規模 で あっ た ものが、1970年代 は1000件代、1980年代 初頭
に は2000件代 、 さ らに後 半 に は 急速 に上 昇 し1988年に4707件と流 出の
ピー クを迎 え た。 流 出者 の 多 くは、若年 層 で高 い教 育水準 あ るいは高 い
技術 を持 って い るこ とか ら、braindrainとい う観 点 で社会 的議論が 展開
され た。
1990年セ ンサ スにお け るシ ンガ ポー ル人の海外居 住者数(セ ンサ ス実
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施 時 に 海 外 に 居 住 して い る者)は3.6万人 で あ る。 こ の 内 の85%が
1986-90年の期 間 に 出国 して い る。仕 事 を 目的 と した 者 が1.31万人
(42.7%)、就学 を 目的 と した者が1.26万人(41.1%)であ った。仕 事 を
目的 とした者では、 東南ア ジア(53%)、北 東ア ジア(24.7%)への流 出
が高 い。 国別 では、マ レー シア(24.4%)、中国(13.5%)、ア メ リカ合
衆 国(13.4%)となってい る。 また就 学 を 目的 とした地 域別 の構 成 では、
北 米(37.9%)及び オセア ニア(21.9%)・ヨー ロ ッパ(20.6%)に集 中
して い る。国別 では、ア メ リカ合 衆国(27.0%)、オー ス トラ リア(19.7%)、
イギ リス(18.3%)の順 で あった。
シ ンガ ポー ルか ら移 民 として流 出す る要 因は(Weng1997)①競 走社
会② 教育 制度へ の不満③ 自国の文化や 芸術へ の無関心④ 民族 間の差別⑤
統制 され た社会⑥ 国家の将 来へ の不安 ⑦住宅価 格 が高 い⑧兵 役 の義務 や
その他 の政 府か らの強制 に不 満 を持 ってい る等が あげ られ る。
1989年のNationalUniversityofSingaporeの調査 では、emigration
を考 えてい る人 は15%であ ったが、1997年8月のStraitsTimesの調査
で は シ ン ガ ポー ル 人 の18%はemigrationを考 え て い る結 果 が 示 さ れ
(注10}、この二つの期 間 にEmigrationを希 望す る比率 が上昇 して いる こ と
が示 された(注11)。今 日では これ までのbraindra三nとい う考 え方か ら、国
際社会 との関係 を強化 す る担 い手 としてむ しろ積極 的 に評価す る傾 向に
変化 して きてい る。 それ は シンガポー ル政府 に よ る 「グ ローバ ル化 」 と
「地域経 済統 合化」 の推進 と言 う政 策変化 と、海外 投 資の拡 大 と言 う環
境 が、emigrantsの果 たす役 割 を肯 定的 に捉 える意見へ と変更 す る状 況
となってい る。
4.3ReturnMigration
1990年に入 り、移 民 として 流出 した人の リター ンが 目立 って きた。 こ
れ は流 出先 の経 済状 況 が悪化 した反 面、ア ジアNIEs、ASEANの経 済状
況が 引 き続 き好 調 であ るこ とが主 な要 因であ る。例 えば 、1980年か ら1992
年の期 間に シ ンガ ポール国 内の雇用 は47%増加 し、これはOECD加 盟国
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の平均 増加率16%を大 き く上 回る もの であ った(Wong1997)。 また政府
は外 国留学 を終 えた もの が、留学先 で移 民 とな る傾 向に対 し、積極 的 に
シンガ ポー ルへの帰 国 を促進 して い る。
第五章 むすび
シンガポー ルは1965年の独立 以来、 高度経 済成長 路線 を駆 け上 が って
きた。 産業 構造 の高付 加価値 化 を実現 し、1990年代 には職 業構造 にお い
て、専 門職 の比率 が急速 に上 昇 して いる。 シンガ ポー ル国 内の高等教 育
機 関 か らの一 年間の卒 業生 は1997年に は、2.5万人に上 るが 、発展 を続 け
るシンガ ポー ル経済 の需要 にお よばず、外 国人専 門家労働 力の供給 に依
存 してい る。 しか も外 国 人専 門家 の流入 は、近年 は著 し くその規模 を増
加 させ てい る。temporaryforeignprofessionalworkersは5万人、
permanentresidentはprofessionalworkerに限 られてい るが、 こち ら
は2万 人(家 族 を含 め た人数)を 越 え る規模 とな ってい る。
高齢化 の 問題 と、産 業構造 転換 に伴 な う専 門家 の不足 とい う両 面 を解決
す るため に、シ ンガ ポー ル政府 は、国際専 門家 の労働 市場 にア クセス し、
短期及 び移 民のskilledlabourへの需要 を今 後 も高め て行 くこ とに変 わ
りは ない。永住権 を保有 す る移民の規模 では、 人 口予測 を勘 案 し2030年
まで に年 間4万 人の移 民が 必要 とな る とい う結果 とな った(注12)。この規
模 は現行 のpermanentresidentの流入者数2万 人の倍 に当 た るもの で、
今 後益 々 シンガ ポー ル労 働市場 は外 国人専 門家の需要 を高め て行 く傾 向
にあ る。
さ らに 急速 な グロー バ ル化 の進 展に伴 ない、一 層 の経済発展 を求め る
には 、高付加 価値産業 へ の転換 が求 め ちれ てい る。常 に途上 国の試練 と
なってい る ものだが、 産業構 造の転換 を十 分 な時 間 をか けずに実 現 しな
けれ ば な らない。 そこ で生 じる専 門家労働 力不 足の問題 を、 シ ンガポー
ルは大 き く外 国人労働 力 に依 存 してい る。1997年NationalDayRallyで
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GohChokTong首相 は、1996年の一年間 に3万 人の外 国人が新 たに入
国 しシンガ ポー ルで雇用 され てい るこ とを指 摘 し、 さ らに開放 しコス モ
ポ リタン化 す るこ とが シンガ ポー ルの唯一 の道 であ る。 シンガ ポー ルは
継続 して外 国人労働 を拡張 していか なけ れば な らない と演 説 し、 この よ
うな政策 を堅持 して行 くこ とを表明 してい る(出 処:StraitsTimes97/
8/31>。しか し外 国人専 門家 の導入に よ り、自国の労働 力への技術 移転 が
促進 されず、 自国労働 者 の労働生産性 の上昇 が伸 ひ悩 む問題 もある。 シ
ンガ ポー ル の大 卒 労働 力 の31%はシ ンガ ポー ル 人 では な い し(Lewis
1993)、またシ ンガ ポールの意思 決定者 の40%は外 国 人であ る状況 は、こ
の よ うな問題 が生 じか ね ない実 態 を端 的 に示 して い る。1980年代 か ら
1997年の アジア危機 までの ア ジアの成長 は奇跡 と称 されて いるが、 その
一 方 でア ジアの成長は資本 と労働 の生産要 素 の大規模 な投入 に よって も
た らされ た もので、経済の効率性 は非常 に低 く、今後 の持 続的 な成長へ
の大 きな問題 とな るこ とが指摘 され てい る。大規模 な外 資の導 入に伴 な
い、専 門的技術 を有 す る専 門家 の供給 を外 国 に依 存す る発 展の プ ロセ ス
は、経済効率 の上昇 と自国労働 力の生産性 の向上 とい う側面 も合 わせ て、
今 後 どの よ うに解決 して行 くかが問 われてい る。
〈注 〉





注2.1987-96年 の 投 資 総 額 の比 率 は 、 日本20.1%、 ア メ リカ18.0%、イ ギ リ
ス10.4%であ る。 ま た ア ジア で は 、香 港 や 韓 国 が シ ンガ ポー ル へ の 投 資
を行 な って い る。
注3.1997年 の 専 門性 の 高 い 三 つ の職 業 の 産 業 別 配 分 の 構 造 を見 る。
①LegislatorsSeniorOfficialsandManagers:Commerceは38.6%と最
も高 く、 続 い てManufacturing(20.5%),FinancialInsuranceReal
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EstateandBusinessService(17.4%)だが、1983年か らの変化 を見 る と、
Commerceが60.7%から大 き く下 落 させ る一 方 で、後 者 の二部 門の 比率
が上 昇 してい る。
②Professionals:Communityが30.1%と最 も 高 く、続 い てFinancia1
(29.9%)とManufacturing(23.4%)であ る。Communityが1983年の




nityとTransportが構 成 比 を 下 落 させ た の に 代 わ って、Financialと
Manufacturingの需要 が大 き く増加 した。
注4.employmentpass保持 者 で50才未満 の者 は、6ヶ 月の就業 の 後にper-
manentresidence取得 の 申請 がで きる。permanentresidentとして2
年間 居住 した大 学卒 業以上 の 資格 を持 つprofessionalあるいは、企業家
あ るい は投資家 は シンガ ポー ルの市 民権 の 申請が で きる。一 方accept・
ableな技術 と資格 を持 った もの は5年 の居 住期 間 の後 に市民権 を申請
で きる(Yap1991)
注5.Workpemitで の入 国者 は、家族 を同伴 で きな いこ とや 、高い1evyの
支払 いや 、シンガ ポー ル人 との結婚 を認め られ ていな い などの制 限 が 多
い。 また雇 用 者側 に対 し、levyを義務 付 け て い る。1998年に メイ ドの
leVyは15㌦上 昇 し345㌦、建 設 労働 者 は30㌦上昇 し470㌦に 引 き上 げ ら
れ た。unskilledforeignworkersに対 す るlevyの上 昇 の趣 旨は、低 賃
金外 国 人労働 か ら省力化投 資への転換 を促進 す るため と してい る。
注6.InstituteofTechnicalEducation(ITE)
グ ローバ ル化 と地域 経 済統 合化 を円滑に進 め るため に、シンガポー ルの
企 業 の海外 投 資 企業 で働 く労働 力 の技術 進 歩 の向 上 のの ため に呼 び寄
せ るプ ロ グラムが 設 置 され てい る。このプ ロ グラムは、シンガポー ルに
あ る外 国企業 に も適 応 され てい る。1992年には1149人の外 国 人が 、訓練
を受 け るため に流 入 してい る。(Low1994)
注7.政 府 は、1986年に低 賃金 の外 国人労働 力 に依 存 した構造 を、短期 間 に転
換 す る必要性 を提 唱 した。低 賃金労働 依 存か らの離脱 の ために、1987年
には外 国 人労働 の 雇用 に対 す るlevyと外 国 人就業 比率 制 限 を内容 と し
た政 策 を提 唱 した。 この よ うにunskilledlabourを縮小 す る一方 で、




schemeを発 表 し、移 民 の移 動 資 金 の補 助 と して世 帯 員 数 に 応 じて
S$3500-7000を補 助 して い る。移 民 の出身国別 人数 の統 計 は公表 され て
いないが 、政府 の発 表等 か ら推測す る と、マ レー シア 及 び南 あ るいは東
ア ジア の出 身者 が 多 くを 占め てい る と考 え られ る(Wong1997)。今 後
も望 ま しい才 能 の 人材 を積 極 的 に受 入 れ、年 間35000人のpermanent
resident入国 を期待 してい る と発表 した。(StraitTimes1997/8/28)
注9.skilledforeignerがシ ンガ ポー ルでの永住 権 を取得 したい理 由 は以下 の
よ うに述べ られ て い る。① 雇 用が安 定 してい るこ と。②permanentresi-
dentの子女 は兵 役 の義務 が免 除 されて い る こ と。③ 住 居 や シ ンガ ポー
ル 人に は与 え られ てい ない種 々 の給与外 得 点(fringebenefit)が与 え ら
れ る。一 方永住権 獲得 に躊 躇す る理 由は、① シ ンガポー ルは二 重の 市民
権 獲得 を禁 じて い る。② シ ンガ ポー ル の市 民権 を取 る と、 流 出 国 での
様 々 な得 点 を全 て放 棄 しなけれ ば な らない(Chew1995)。
注10.1996年6月に、 ア ジア ・太平 洋諸 国13ヶ国(Australia,China,Hong
Kong,India,Indonesia,Japan,Korea,Malaysia,NewZealand,
Singapore,Taiwan,Thailand,Philippines)の中及 び上位 階 層の所 得
者400人ずつ合 計5442人を対象 に 、電話 調査 を行 な った(MasterCard
Intemational's`Asianideals'survey)。移民 を希 望 してい る比率 は、
シ ン ガ ポー ル は19%で4番 目に 高 い 比率 となっ た。 上 位 か ら順 に、
Philippines(33%),India(28%),Korea(20%),China(15%),Malaysia
(13%),Thailand(10%)の結 果 で あっ た。)(StraitsTimes1997/8/
15)
注11.emigrationを希 望 す る者 の、35%はAustraliaへ、 続 い てMalaysia
(13%)そしてUnitedStates(11%)の順 であ る。 また希 望者 は、33-44
才 層 で$2001-4000の中間所 得 層の 高 い教 育 を受 け た もの に集 中 して い
る(StraitsTimes1997/8/15)。
注12.PopulationPlanningUnit(PPU)による人 口推計 予測 で は、2030年に
は270万人か ち320万人の 人 口規模 に達 す る として い る。シンガ ポー ル政
府 は、400万人の 人 口規 模 を適正 と考 えて い る。これ を受 け入 れ る とす れ
ば、2030年の最 低 人 口規 模 の270万人 を採 用 す る と、1990年か ら40年の期
間 に、年間32500人の移 民 を見込 まなければ な らない。流 出 を年 間7500人
と予 測す る と、16000世帯4万 人の移 民 を受 け 入れ なけれ ば な らない状
況 にあ り、主 な ター ゲ ッ トは25才以下 の専 門家 であ る。(Low1994)。
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以 上 の デー タの 出処:StraitsTimesO8/16/97,AllemigrationnumbersabovetableshowsthenumberofGCCsIssued.
GCCmeansGoodConductCertificateswhichwouldbemigrantsreqUirewhenapplingemigratetodevelopedcountries,
suchasAustralia,andUnitedStates.SuchcertificatesarenotneededforMalaysia.
[lmmigrationtoSingapore]
Date Persons
16/Aug/1997
.
TotalnumberofpeoplewhobecomepermanentresidentsIn
1977-87
67400
Weng(1989) ThenumberofI疋manentresidentbetween1980to1994193,000
Weng(1989) Amualnumberofresidentsbetween1990and199422,000
15/A㎎/1997 Permanentresidentpe㎜itgranteda㎜ually. 30,000
27/June/1998GrantedPe㎜anentResidentstatusannually 25,000
Source:SingaporeStraitsTimes
?
?
